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［研究ノート］
第三セククーの原型
—若干の類型的事例について一一
寺尾晃洋
はじめに
第三セクターには大別して「開発型第三セククー」と「管理型第三セクク
ー」の2つのクイプがある。開発型第三セククーは基本的に資金調達を動機
として必要化したものであり，民間資金の積極活用を特徴としている。この
ように資金を民間に頼っていても，行政のかかわり方のちがいを反映してこ
のクイプは 1. 「産業基盤型」， 2.「都市経営型」， 3.「民活型」という 3つ
のパタンに分けられる。開発型第三セククーの場合原型と言えばこの「産業
基盤型」と「都市経営型」の 2つになる。
管理型第三セクターはコストの問題を動機として出硯したものであり，い
わゆる安上り行政，減量経営を特徴している。この場合も行政のかかわり方
のちがいを反映して，単なる「安上り行政型」（減量経営型）と「行政ソフ
ト化型」という 2つのパクンに分けられる。管理型第三セククーの場合原型
とはこの「安上り行政型」（減量経営型）のことである。
“原型”とはもとになる類型の意味であるが，第三セククーの場合は①大な
り小なり硯状の基底にこの原型が生きていること，⑧基本形としては，第三
セクターに対して乎行的，あるいは先行的に国や自治体がその財源でもって
事業の一部あるいは基礎的部分を担当し，実施していることを特徴としてい
る。そこで第三セククーの現状分析のてがかりとして，まずこの“原型”を
具体的につかむことから始めたい。
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I 開発型第三セクターと民間資金
さて開発型第三セククーのうち「産業基盤型」のものは行政自体が地方債
によって直営事業として海面の埋立や用地の先行取得などをおこなうことに
対する本来的には補充的なしくみである。いわば行政主導下の“助っ人”で
ある。「都市経営型」は一方では行政主導的性格を濃厚に受け継いでいるが，
他方では公共的任務に伴う雨政的なマイナス要因をたまたま立地上のプラス
要因でもって自らの経営のなかで相殺し，一定の財政的な自立を果している
という特徴がある。これらのパクンとちがって，「民活型」は1980年代後半
の「民活法」，「リゾート法」等に象徴される経済の現段階的産物にほかなら
ない。それは“地域”ないし地方自治体・企業・国のコーディネーションの
場であり，国の財政金融システムと優遇税制によってバックアップされてい
る。最近では開発型第三セククーは「産業基盤型」及ぴ「都市経営型」から
この「民活型」へと傾向的に重心を移しつつある。ここでは民活型以前の2
つのパクンをとりあげ，その成立の背景，制度的特徴についてみてみたい。
1. 産業基盤型
ここではつぎの3ケースをとりあげる。
a 博多港開発（株）のケース
第三セクター化の動機 博多港開発（樹は1961年に設立された第三セクター
であって，現在は資本金1億5千万円，民間資金を活用して主として博多港
の港湾整備事業〔とくに公有水面の埋立による臨海土地の造成，処分，利
用）を港湾管理者である福岡市と表裏一休となって実施するのが目的であ
る。福岡市（港湾局）自休は博多港内で直営の埋立事業を 4カ所（コンテナ
ヤードなど）でおこなっており，博多港開発圏の『設立趣意書』で「国及ぴ
港湾管理者の施策のみに依存していては日本経済のテンボに遅れる」，「硯状
を打開し」事業を「一元的強力に遂行するため」とうたわれているように，
同社は九州の中核都市である福岡市をひかえ臨港地区の強い需要にこたえる
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目的で設立されたことがわかる。
この会社による公有水面埋立事業は1972年1月から着工された須崎浜地先
（ふ頭用地）についで荒津地先（石油関連，下水処理場用地），西公園・伊
崎地先（福浜住宅団地など），名島地先（城浜住宅団地），姪浜地先（漁業関
連用地，公営住宅用地，渡船関連ふ頭用地），箱崎地先（箱崎ふ頭，流通関
連，貨物駅，木材関連，食品工業用地），香椎地先（公営住宅用地），博多船
溜・那の津地先（国際センクー及び勤労者福祉センクー用地），小戸・姪浜
地区（下水処理場用地，教育施設，住宅用地），福浜地先（都市高速道路用
地，住宅用地，ふ頭用地など），最近では1989年着工の東浜地先（ふ頭用地，
流通関連用地及ぴ緑地）といった地区で博多港のほぼ全域にわたって実施さ
れてきた。その合計面積は 516万m2,事業費は約1,280億円にのぽっている。
もともと博多港は港としての機能が不十分でありほとんど何の施設もなか
った。福岡市の財源措置が貧弱ななかでの港湾開発は極めて困難であった。
そこで民間資金を集めて第三セククーの形で事業が計画され，まず須崎ふ頭
用地が造成された。箱崎，香椎地先の場合のように，造成面積が大きく資金
的に無理なので福岡市との共同事業（福岡市など33彩，民間67%)としてエ
事が行われたものもあったが，これらと平行して第三セククーであるこの会
社が独自に多くの埋立事業を手がけたのは前述のように民間資金の調達上の
利便が大きく働いたからである。たとえば姪浜・福浜地先の場合は日本開発
銀行や市中銀行からの資金の活用にねらいがあり，東浜地先の場合は都市ガ
ス原料の LNGへの転換のための施設が1993(平成5)年度を目標としていた
ため，短期間に多額の資金を導入し事業の早急な実施が求められていた。こ
こに第三セククー化の理由があった。
これに対して小戸地区，名島地先の場合は民間会社のぽた捨て地であっ
て，これらの免許地に民間会社が権利をもっていたことが作用した。また，
市はふ頭のほとんどの部分を所有していた。このように土地の権利関係が第
三セククー化の動機の 1つでもある。
出資の状況と配当 この会社は1961年10月現在行政主導と公共性の確保の
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ため市が55%,民間が45%を出資していたが，開銀の融資基準に合わせるた
め（つまり開銀は民間にしか貸出さない） 1970年7月市50%,民間50%とい
うように民間出資の割合を高めた。しかし公有水面埋立法 (1973年9月20日
公布法律第84号）で公的出資が50%を超えることが求められたので，同社は
1975年7月再び公的出資の割合を高め，市51%,民間49%に改めて今日に至
っている。このように出資の割合にはある程度制度上の事情が作用している
ことがわかる。ところが福岡市に次ぐ同社の大株主博多港サイロ（株）(5.7%出
資）の株式の55%はこのように市が過半数出資している博多港開発（株）がもっ
ているので，実際上福岡市の博多港開発（株）への影轡力は非常に強いはずであ
る。そのほかの群小株主はほとんどが海運業者，港湾関連会社，貿易商社で
ある。配当は定款では年1割を最高限とするとなっているが，会社設立3年
目から 6分配当，その後は8分配当を現在までおこなっている。
人的構成 社長，専務，常務はともに市OBであり，非常勤の取締役にも
銀行関係などのほかは現職の市港湾局長や市OBが入っており， トップだけ
見ても行政主導である。識員は1990年5月現在61人，大部分が市OBとプロ
パー職員であり， 1990年度初めて市（港湾局）から 6人の出向をみている。
経営上の有利性 この会社の場合埋立事業は福岡市の市勢の伸長を背景に
いわば必要にせまられて実施された。したがって造成地の売却先は完工前か
ら決まっており，そのことは同社の「設立趣意書」の資金計画に端的に示さ
れている。すなわち，設立年の1961年度では収入予定は資本金1億円と借入
金1億3千万円だけであるが， 1962年度になると借入金3億6千万円のほか
に土地売却契約前受金が 2億円，土地売却金（一般）が 2億4千万円も計上
されている。 1963年度になると借入金は消え，土地売却契約前受金が3億
円，土地売却金（一般）が2億1千万円，同（市） 3,100万円が見積られて
いる。つまりすぐ売れることが予想されている。埋立事業は一般に計画から
完工までほぼ10年を必要とするが，埋立用土砂はこの会社の場合航路しゅん
せつ，陸上の残土利用によってえられたので，造成工事期間は 3~4年にす
ぎなかった。したがって資金繰りは非常に有利であったと言える。さらにこ
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の会社は開銀からはプライム・レートで資金が貸出されており，長期信用銀
行・地元の諸銀行・信託会社からも融資がなされている。
多角化と資本参加 すでに見たようにこの会社の主な事業は埋立事業であ
るが，このほかに同社は倉庫管理， CFS(賃貸）倉庫に乗り出し，博多港サ
イロ（樹・箱崎埠頭圏•福岡タワー（樹・博多海洋開発圏 Cウォーターフロント・
プロムナードの建設・管理運営J・（樹サン・ピア博多に出資している。 このよう
に同社は持株を通じて博多港の港湾開発関連の諸事業に関係している。ちな
みに園サン・ピア博多は第三セクターの 1つであって，「博多港将来構想」
(1986年度），「博多港長期整備計画」 (1987年度）及び「博多港ボートルネッ
サンス21計画」 (1988年度）に基く博多港整備の一連の見直しのなかで，博
多ふ頭の再開発のために1988年10月設立されたものである。この会社は市の
所有地の上に渡船クーミナル，シーフード・レストラン，広場，展望デッキ
などの利便施設を配置してふ頭のイメージ・アップをはかっている。ちなみ
に（樹サン・ピアの社長は博多港開発（樹専務の兼任（非常勤）である。博多港
開発圏が自社の諸事業を実施するため手が廻らなかったことが，（樹サン・ピ
アのできた1つの理由であった。
b ひびき灘開発（株）のケース
廃棄物による埋立 これは素材型重化学工業が立地する既存の工業都市北
九州を背景とした埋立事業のケースである。ひびき灘開発圏は高度成長期が
終りを迎えるやや前1973年2月に北九州市において設立された。 1989年1月
現在の資本金は12億円（北九州市48.8%,福岡県2.3彩，民間48.9%出資）
である。その主たる事業は士地の造成，管理及ぴ分譲であるが，とくに廃棄
物，しゅんせつ土砂等の埋立処分に頼っている点に特徴がある。ひびき灘の
埋立計画自休はすでに昭和30年代旧若松市時代 (1963年北九州市発足）にさ
かのぽることができるが，この会社による主な実施事業はつぎのようであ
る。
(1) 北九州市からの受託事業
北九州市が設置するひぴき灘東部地区 (D地区）の廃棄物処分場（第1区
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画～第5区画の合計約215万mり， 日明積出基地約1.3万m2,新門司地区の廃
棄物処分場 (17.1万mりの管理運営の受託。
ただしこの会社は廃棄物排出者から廃棄物処理手数料を徴収し，産業廃棄
物については北九州市との契約によって「処分料」（市納入金）を市に支払
っている。
(2) 独自事業
ひびき灘西部地区に廃棄物処分場 CA工区6.1万m2(埋立完了）， Bエ区
47.8万m2(ここは北九州市外の廃棄物についても受入れる）Jなどの設置，
有料での運営。
西部地区の事業免許期限は1981~1994年度であり，工業用地69彩，都市再
開発用地14彩，危険物取扱い施設10%,緑地・道路7%といった土地利用計
画になっている。
経営悪化 産業廃棄物の排出量は景気動向に左右され，また，新日鉄の合
理化， 1980年をピークとする人口の減少などにも影響されて，事業の進捗は
計画よりもかなり遅れており，環境保全上膜岸施設の必要などからコストが
高くつき，経営状況はほぼ赤字の連続であって繰越損失が年々ふえ， 1987年
度には約12億円に達している。出資団体の債務保証のもとにこの会社は銀行
15行から融資をうけているが，このため同年度売上高18.6億円に対し支払利
息は年間 5億円近くになっている。しかし受託事業のほかは北九州市からの
この会社に対する助成はおこなわれていない。 1986年より市域外からも産業
廃棄物の受入れをおこなっているが，埋立計画・事業範囲の見直し（倉庫業
への進出構想など）が必要になっている。
人的構成 この会社では1990年5月現在役員は市関係者8名，民間関係者
8名， うち社長は九州市長の兼任，専務は市 OB, ただ常勤常務2名は新日
鉄及び銀行出身である。職員は48名， うち出向者は市1名（総務部長），民
間7名である。民間の出向はほとんど民間企業側の経営合理化が主たる理由
と思われる。職員の給与水準はここでは市に準じている。
c 苫小牧東部開発（株）のケース
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この会社の場合は①過疎地域での地域開発をになっていること，R政府
（北海道開発庁）•北海道庁と財界が密接に結ぴついてコントロールしてい
ること，この2点に特徴がある。過疎地での立地のため先行投資の回収は容
易ではない。
会社設立の経緯 さて1962年の旧全総では，北海道の道央中核工業地帯の
開発拠点として苫小牧臨海工業地帯が位置づけられ，素材型重化学工業の開
発と育成に目標がしぽられた。この結果苫小牧港周辺の臨海地区では苫小牧
西部工業地帯が形成され， 1978年硯在アルミニウム（日本軽金属）•石油精
製（出光興産），電力（苫小牧共同火力，北海道電力）など49社の進出がみ
られた。 1969年の新全総は巨大開発と地域間分業が特徴であったが，このな
かで苫小牧東部開発計画が登場した。
1971年8月のマスクープラン（「苫小牧東部開発基本計画」）によると，苫
小牧東部開発計画とは開発面積9,800ヘククール（約3,000万坪）のうち工業
用地として6,300ヘククールを造成し，鉄鋼，石油精製，石油化学，アルミ
ニウム，非鉄金属，自動車などの臨海型基幹産業とその関連産業を誘致し
て，昭和60年代を目途に年間3兆3千億円の生産額を達成しようとする計画
であって，産業基盤整備には6,500億円の資金が見込まれていた。この素材
型大規模コンビナート建設の事業主休が苫小牧東部開発圏であり， 1972年に
設立された。
同社は資本金60億円の公私混合出資の株式会社であって，株主は1990年3
月現在公的機関6〔国（北海道東北開発公庫） 25彩，北海道庁20彩，苫小牧
市4.5彩， 3町0.75彩，合計50.25彩］，民間法人63〔うち30万株以上の大株
主は北海道拓殖銀行3.39彩，北海道電力3%, 日本興業銀行2.59%,長期信
用銀行2.59%, 日本債券信用銀行2.5彩］，個人5である。同社は①工業用地
の取得・造成，分譲およぴ管理を効率的にすすめるための組織であるととも
に，③公的金融機関である北海道東北開発公庫を筆頭に最近では北海道拓殖
銀行等民間銀行25行，日本生命等の生保16社から用地取得と造成に要する先
行投資のための巨額の長期資金を調達する一種のシンジケート機関であり，
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⑧誘致企業の選択や企業間の調整をおこなう機関でもある。
開発事業の分担 北海道東北開発公庫をふくみ国は港湾（公共分），国道，
国鉄などを担当し，道・苫小牧市等の地方自治体は後述のような用地の先行
取得，幹線道路・街路（国道を除く），用水，下水道，公園，緑地等を担当
している。これに対して苫東開発（樹は土地取得（先行取得分の肩替りを含
む），造成および分譲，港湾（非公共分＝民間企業専用埠頭），基地内の支線
道路，用水，下水道の一部（民間企業専用分），緑地造成などを担当してい
ぷ。）
用地費の回収困難 いま触れたように苫東開発の場合土地の取得には2つ
のルートがある。すなわち①北海道企業局に設けられた工業団地開発事業特
別会計（地方公営企業法の財務規定（＝独立採算制）の適用］が土地の買収資
金を企業債の発行などによって調達し，これによって買収した土地を苫小牧
東部開発側に売却し，同社がこの土地を工業用地として企業分譲して所要資
金を事後的に回収するルート。つまりこれは先行投資のリスクの分散と同社
による肩代りである。③同社自体が土地買収，造成，分譲するルート。言う
までもなく同社の手に渡った土地が売却されない限り，コストの回収はでき
ないが，現実に売却は遅々としてきわめて困難である。
道企業局による土地の先行取得は苫小牧東部開発（樹発足直前の1969年度～
1972年度がピークであって，このために必要な資金は主として交付公債と一
般会計借入金によってまかなわれ，非常にはやいテンボで進行した。その上
企業局が取得した土地も苫小牧東部開発（樹に同様にはやいテンポで売却され
た（同社設立によって土地売却が始まった1972年度の約90億円を皮切りに同年度~1978
年度の間に合計約422億円の土地が売却された）。しかしそれでも1972年度~1978年
度の間をみると，取得済面積のなお4割強が企業局の手もとに売れ残った。
そこで企業債の元利償還と開発関連事業負担金（漁業補償）などの支出に追
われ， 1972年度~1978年度の間に企業局苫東地区工業用地取得事業は約10億
(1) 池田善良「ナショナルプロジェクトとリージョナルプロジェクト—苫東計画
を素材として一」「経済論集（北海学園大学）第20巻第3号」 19ペー ジ。
第三セククー の原型（寺尾） (519)47 
6千万円もの赤字を残すことになった。
同じ苦しみは苫小牧東部開発（樹も味わねばならなかった。同社は土地の取
得のため自己資本をあてたほか，同社保有の土地・建物を担保とする長期借
入金でもって土地の買収資金をまかなってきた。この長期借入金については
北海道東北開発公庫の役割が大きい。
企業進出による土地売却の進行状況は同社にとってはきわめて厳しく，比
較的早い段階で立地したのは北海道電力苫東厚真発電所，苫小牧綜合化学圏
と石油備蓄基地だけであった。四日市判決や出光石油化学，住友化学等のか
つての爆発事故以来，本州各地では石油関連企業の立地にはつよい拒否反応
がみられ，苫東は国内における最後の拠点と目されていた。しかし1990年6
月現在でも具体的な石油精製，石油化学部門の進出はみられず， 1986年のい
わゆる「第三段階計画」 (1995年以降の目標）に期待が集っている。石油備
蓄基地への切り換えは第二次オイル・ショック以降次第に進行し， 1990年現
在共同石油備蓄基地分約350万kl,国家石油備蓄基地分約640万KLの貯油能力
がある。ただ雇用効果は小さい。こうしたなかで内陸部の柏原地域にはある
程度企業立地が進み， 1984年いすゞ自動車圏北海道工場（従業者285名）の
D地区での操業開始，最近では1989年16社（明和工業など）の進出があり，
苫小牧西部へのとよた自動車圏の進出決定が伝えられている。苫東開発でも
自然環境破壊への住民の懸念はつよい。それにもかかわらず好景気を反映し
た本州での雇用難がこの中央政府・財界主導のかつての巨大開発の拠点に追
い風となって作用していることは事実である。
しかし同社の経営は決して楽観を許さない。第18期（平成元年度） 『事業報
告書』によると，有形固定資産（ほとんど土地）はむしろ減っているが，長
期借入金は 1,111億円に達しており，ここ数年を見てもふえ続けている。累
積欠損金は25億9千万円，これもここ数年同じ動きをたどっている。
公的支援への期待 順調な経営で推移している限り，‘‘寄り合い所帯”で
もやっていける。むしろ長所を持ち寄ることもできる。しかし第三セククー
の正念場は経営がむずかしいときである。『都市開発』 (115,1972年11月）誌
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上の対談で経団連理事（大阪商船三井船舶（樹会長）でもあった故進藤孝二苫小
牧東部開発（樹社長はつぎのようにのべている。「ご存知のとおり，第三セク
クーに対しては，私たちも不満を感じているんです。表向きは，官民協調路
線でやるんだといって，民間の資本を有効に使うのがねらいですね。ところ
がこれに対する金融上の政策の利点，財政面，租税に対して特別な恩典がな
いですね。その点をもっと考えてもらいたいということですね。」このよう
に赤字経営の解決はひとえに政治への期待になりがちにある。
同会社資料によれば，苫東開発では現在進出企業に対する優遇措置として
は，国のものは工業再配置促進法，地域雇用開発等促進法，高度技術工業集
積地域開発促進法（テクノポリス指定地域での固定資産の特別償却），北海道のも
のは北海道企業立地促進条例，苫小牧市のものとしては苫小牧市企業立地振
興条例のもとに合計9種類に及んでいる。さらに登録免許税の非課税措置，
不動産取得税の非課税措置，固定資産税の課税標準の特例，特別土地保有税
の非課税措置，あるいは融資については北海道東北開発公庫融資比率の引上
げ，融資条件の綬和（とくに償還期限及び据置期間の延長），融資額に対す
る全額特別金利の適用と特別金利の引下げの要望が出されているということ
(2) 
が伝えられている。
このような第三セククーヘの財政支援の流れの上にやがて民活法(1986年）
が登場してくることになる。
2. 都市経営型
開発型第三セククーのうち都市経営型のものはたまたま利用可能な収益的
条件を最大限に生かして，自治休財政からほとんど完全に独立して一定の公
共的任務を果している。しかし，このパクンは①前にのべた第三セククーの
基本形とちがって特別な一定の条件下での変形形態であること，しかも③こ
こでも，とくに人的構成において，行政の影響がつよいことに特徴がある。
(2) 「苫小牧東部開発の構想と実態ー~地域開発の一例として一~〔硯地調査報
告）」（レファレンス.vol. 27. No. 6, 1977年6月）
第三セクターの原型（寺尾） (521)49 
若干の実例をあげて説明しよう。つぎの 3つのケースとも大阪市における活
発な商業活動を前提に成立していることに注意してほしい。
a 大阪地下街（株）のケース
会社設立の経緯 大阪市には第二次大戦以前から，歩行者の安全確保のた
め道路，たとえば当時としては非常に広い幅員40mの御堂筋を横断する地下
道が一部地元有志の寄付によっていくつか造られていた。しかしそれは通学
道路程度の用しか果していなかった。
戦後は付近住民が市に出願の上この中に出店していた事実があり，このこ
とから発想を広げてショッピングゾーンを兼ねて公共通路を地下につくりだ
すことを大阪市が考えた。大阪市ではこの計画立案の1952年ごろ，国鉄や私
鉄の狭苦しいクーミナル付近に交通量が集中し，交通事故が多発していた。
このような状況のもとで道路下の重層利用によって歩車分離し，路上の交
通渋滞や交通事故を防ぎ，地下連絡を可能にすることでクーミナル機能を強
化し，あわせて暗い地下道のイメージを一新するのが市当局のねらいであっ
た。そこで設計は市でつくったが，この計画を実施するために1956年6月大
阪市と関係民間企業の共同出資によって大阪地下街（株）が設立されたのであ
る。大阪市長が発起人を人選し，設立時の資本金は 1,500万円， うち半分を
大阪市が出資し，残りを南海電鉄・高島屋などの関連企業が出資した。工事
は大阪市に委託されたが，なんなんクウン［旧称ナンバ地下センターJ(1956
年9月着工・ 1957年12月竣工）は同社によって建設された地下街の第1号で
あった。このころ名古屋や東京では地下街が民間出資でもってしきりに建設
されていた。
大阪ではその後ゥメダ地下センター，アベノ地下センクー，虹のまち，プ
チ・シャンゼリゼがこの会社の手で竣工した。総面積は8.5万m2(うち公共
通路3.3万m2,店舗面積3.6万m釘その他1.7万mり，店舗数は729店，工事費
210億3千万円に達した。もちろん土地の所有権は道路の下であり市に怖属
している。
資金計画と配当 会社発足当時の市議会の空気では，道路については舗装
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優先の考え方がつよく， クーミナルでの交通の改善に財政資金を投入する余
裕はなかった。そこで建設工事の資金調達は①入店保証金，③銀行借入金で
まかなわねばならなかった。地下街建設は埋設物処理や夜間工事が多かった
ので，工事費は割高になり，通路など公共部分確保のための規制が厳し<,
入居者に貸与できる店舗面積はたとえばアベノ橋地下センクー以来総面積の
40彩以下とされたと言われている（『会社案内』によれば実際は各地下街平
均では約42彩である）。ナンバ地下センクーの場合は目論見書では工事費の
全額を入居保証金でまかなうことにしていたが，実際には突貫工事による増
加分を入店保証金の追加で，また設計変更による増加を銀行借入金でまかな
(3) 
った。この入店保証金は無利子の長期預り金 (1坪43万円）であって，ナン
バ地下センクーでは入店保証金の3分の 1を5年間据え置いて 6年目から向
う15年間で均等返還し，残り 3分の2は契約終了時に返還することになって
いた。ウメダ地下センクー以降の地下街では， 3分の 1は10年間据え置き，
11年目から向う15年間で均等返還し，残り 3分の2はナンパ地下センクーと
(4) 
同様にしている。
同社では建設費の調達は入店保証金が 8割，銀行借入金が 2割と言われて
いるが， ウメダ地下センクーの場合は建設工事費がふくれあがり約31億3千
万円に達したので，同社は入店保証金では不足した資金約12億4千万円の調
達については，銀行借入金を 9億円，入店者からの建設協力金の名目で2億
4千万円を低利で借入れた (10年目から 3年間で返還する）。それは不足資
(5) 
金の全額を銀行借入金に頼ることは経理上困難だったからである。
さて営業収入の大宗は賃貸料収入であって，営業費用は電力費と減価償却
費が大きいが，収益状態は良好である。会社設立後3年目（第4期）には利
益を生み， 8彩配当をおこなうことができた。その後利益はふえ続け，会社
(6) 
設立後8年目（第9期）以降は10%配当が維持されている。大阪市はこのよ
(3) 大阪地下街株式会社「大阪地下街30年史」 1986年， 41ペー ジ。
(4) 同上書， 106~107ペー ジ。
(5) 同上書， 107ペー ジ。
(6) 同上書， 110ペー ジ。
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(7) 
うに地下の公共空間を確保しただけでなく，道路占用料 (46万円/m2)と固定
資産税，さらに配当をも手に入れた。また，市は定款によって会社設立後株
式を発行する場合にはその発行総数の半数の新株式引受権を保証されてお
(8) 
り，いわゆる創業者利得が予約されていると言える。このように大阪市にと
ってこの事業は大きなメリットがある。
人的構成 歴代社長はすべて大阪市 OBであり，専務，常務も同様であ
る。役員人事に大阪市の意向が大きく影響する。ただ職員のほとんどはプロ
パー職員である。この会社では民間資金と言っても前述のように地下街の入
店者の資金がほとんどであり，銀行借入金は比較的に少ないが，それにもか
かわらず会社設立の経緯や役員の人的構成からわかるように，この会社は行
政の影署力がつよい。
b (株）大阪市開発公社のケース
会社設立の経緯 この会社は1964年6月設立，資本金8億円，公私混合出
資の株式会社である。大阪市が株式の50.5%,在阪本店銀行，公益事業など
比較的少数の民間企業が残りの株式を持っている。大阪市は，都心部の船場
地区を横断する12車線の阪神高速道路の高架下（地下には地下鉄が入る）を利
用して，一方では繊維の卸商が集中して交通渋滞に悩まされていた同地区の
再開発と高速道路・地下鉄網の整備を実施し，他方では卸売センクービルを
この高速道路と一体的に建設し，しかも船場地区というすぐれた立地条件を
生かしてビルの入居者からえた資金をビル建設費にあてるという土地利用法
としては一石三鳥の方策を考えた。
資金面を見ると，この会社は会社設立当初土地の先行取得事務の代行をお
こない，この際の先行投資のために大阪市や銀行等の出資金5億3千万円を
充当した。土地は駐車場の大部分をふくみ大阪市と阪神道路公団の所有であ
る。 1970年ビル建設のため会社は 2億9千万円を増資すると共に，ビルの一
部（約6割）を分譲し，また，一部（約4割）を賃貸し入居者から「協力金」の
(7) 同上書， 109ペー ジ。
(8) 同上書， 193ペー ジ。
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名目で資金を借入れた。しかし初めは5~6割の入居しかなく経営は赤字化
したので，大阪市と開銀からの借入金によってしのがざるをえなかった。
船場センクービルは地下鉄堺筋本町駅から本町駅に至る東西 1kmにわた
り， 2~4階建io棟のピルからなる。この会社は目下この①ビル管理と③大
小の駐車場経営（大阪市全域にわたり直営18カ所，収容台数1,470台と大阪市からの
受託5カ所，同約1,780台）に当っている。ビル内には繊維卸商を中心に各種の
事務所・商社・店舗約800社が入居している。
経営状況 損益計算書をみると，この会社は入居者からの賃貸料収入に加
ぇ，自社所有の駐車場からの収入及ぴ大阪市からの駐車場受託料というある
程度多角化した事業収入をえている。たとえば1986年度では賃貸料収入6億
5千万円，自社所有の駐車場からの収入4億4千万円及ぴ駐車場受託料4億
2千万円の合計は営業収益23億2千万円の65彩にあたる。この数字からわか
るように，賃貸料収入よりも駐車場関連収入の方が金額的にも大きい。この
営業収益に対して営業費用は19,f意9千万円であり，営業利益3億3千万円，
営業外損益を勘案した経常利益は約4億円であって，この年度は6%の配当
がおこなわれた。配当は会社設立初年度である1964年度からすでにおこなわ
れていたが，ビル建設で赤字化していた数年間は配当ができなかった。しか
しその後再開されて現在に至っている。
貸借対照表をみると，負債のうち借入金は17億5千万円である。この借入
金は大阪府中小企業高度化資金6億円を除いた残り11.5億円はすべて賃貸入
居者からの「協力金」である。民間資金と言ってもここでも直接の入居者か
らの資金である点を注意する必要がある。
人的構成 役員構成を見ると社長は大阪市 OB(元助役），専務・常務とも
に同様市OBであり，職員は約60名，市OBとプロパー職員が半々である。
ここでもすでに見たように民間資金と言っても大きな部分が直接の受益者か
らでていることも手伝って，人的構成に反映しているように大阪市の影響力
がつよく，大阪市の外かく団体という休質がうけ継がれている。
C (株）大阪マーチャンダイズ・マートのケース
第三セククー の原型（寺尾） (525)53 
会社設立の経緯 この会社は卸売センターの機能と船場問題の解決という
2点において前述の大阪市開発公社と同じ動機をもっている。同社は大阪市
開発公社より少し遅れて1966年8月資本金5億円の公私混合出資の株式会社
として設立された。大阪市は株式の25%を出資し，地主の立場から京阪電鉄
が20彩，調査の委託を受け早い段階からかかわっており，かつ，工事を施工
した竹中工務店が19.33%,さらに公益企業，生命保険会社などがのこりを出
資した。同社は1669年8月5億円の第1回増資をおこない， 1972年10月同額
の第2回増資をおこなって1990年10月現在資本金15億円である。同社の設立
動機は船場地区の再開発，すなわち卸売センターの建設による立休的再編成
であったが，この会社の場合は大阪市の企画だけでなくて京阪電鉄・竹中工
務店といった民間の構想が若千の計画変更はあったにしても，開銀の「大都
市再開発ならびに流通近代化資金融資」制度の創設 (1966年度）を契機とし
て実硯したものである。 1969年8月大阪マーチャンダイズ・マート COMM)
ビルが完成したが，これは天満橋に位置し地上22階，地下4階， 1987年3月
現在の入居約230社，建設費125億円を要した。現在この会社の業務は専らこ
の OMMビルの管理運営である。
資金調達 ここにおいても民間資金の積極活用という開発型第三セクター
の特徴がはっきり見られる。建設資金としては資本金のほかに金融機関から
の借入れとここでも入居者からの「協力金」があてられた。
まず金融機関からの借入れについて見ると，大阪市は「流通業務市街地の
整備に関する法律」 (1966年）に基いて通産省から融資対象の推薦をうけ，
開銀から1967年12月25億円， 1969年7月12億円，合計37億円の融資をえた。
さらにこれと平行して1968年4月日本長期信用銀行から 8億円， 日本不動産
銀行，日本興業銀行からそれぞれ 8億円，さらに大和・三和・富士・住友銀
行といった大阪市の公金取扱銀行4行から1968年6月5億円の協調融資を
ぇ，民間銀行からの融資は合計66億円に達した。
協力金については，賃貸契約者（入居者）から入居条件として預った建設
協力金のうち44億円を建設資金に充当した。なお，テナントの 1つである百
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十四銀行・幸徳相互銀行は経営資金を提供し，さらに大阪市は「大阪市卸売
商業店舗共同化融資要網」を制定し1968年8月実施したので，入居テナント
(9) 
は協力金，店舗設備費などの必要な資金を調達することができた。
経営状況 ところがピル建設が終っても初めのうちはこの場合でも 6割程
度の入居しかなく，約10年間は苦しい経営が続いた。初めて当期利益がでた
のは1974年度のことであり，第1回配当 (6%)の実施はさらに遅れて1981
年度になった。大阪市はこの経営の苦しかった時期にも固定資産税の 5%減
税をおこなっただけであった。
大阪市開発公社も大阪マーチャンダイズ・マートも共に都心部に立地し，
かつ，卸売センターという機能も同じであるが，有形固定資産を1986年度に
ついて比較すると，前者が約32億円に対して後者は約87億円であってまず規
模がちがうことに気づくが，つぎに前者が駐車場収入のプラスでビル管理上
の低収益を十分カバーしていることと比べると，後者はほとんど経営多角化
に至っていないというちがいがあることがわかる。
3. 民活型への過渡的形態ー一東京都地下鉄建設（株）のケース—
従来顕著にみられた行政主導的な状況から民間資本の本格的な参入の動き
が表面化するにつれて，かえって政府や地方自治体による助成が求められて
くる。これが最近の民活の現実である。民活型の第三セクターは‘‘都市基盤”
と‘‘リゾート”関連の 2つの種類にわけられる。この種のパタンをとりあげ
る前に，ここでは中間的，過渡的な形態の1つとして東京都地下鉄建設（株）の
ケースについて会社設立の背景と特徴をみてみたい。
会社設立の経緯 この会社はいわゆる地下の山手線と呼ばれている東京都
の地下鉄12号線漿状部の建設のため1988年7月設立された株式会社である。
この12号線は1972年3月の都市交通審議会（硯在の運輸政策審議会）から「東京
圏高速鉄道網整備計画（答申第15号）として答申された13路線のうちの 1つ
であり， 1985年7月運輸政策審議会から「東京圏における高速鉄道を中心と
(9) OMM「OMM15年のあゆみ」 1984,36, 37ペー ジ。
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する交通網整備に関する基本計画について」（答申第7号）にも盛り込まれ
ており，長い経緯がある。
地下鉄12号線とは新宿副都心から浜松町経由新宿に戻る環状部28.8km, 
新宿から光が丘に至る放射部13.9kmからなるが，後者は東京都交通局が現
在一部を建設中である。環状部については『東京都地下鉄建設・経営調査会
最終報告』 (1987年3月），地下鉄12号線環状部建設のための第三セクター設
立基本方針」 (1987年10月30日）に基いて，この会社が1996年度完成をめざ
して建設に当っている。
ただ第三セクターであるこの会社は第三種鉄道事業，つまり建設だけの会
社であり，完工後はいまのところ東京都が鉄道施設をこの会社から一括譲り
受け，都が経営主体として経営に当ることになっている。
同社は1990年3月硯在資本金30億円（授権資本60億円），出資構成は東京
都66.7%, 開銀13.3%, 日本興業銀行・富士銀行• 第一勧業銀行・三菱銀行
が各5%であり，人的構成は会長が東京都知事，社長が運輸省 OB,常務取
締役は 2名共に都OB(元局長），常動取締役の 2名は大蔵省・建設省のOB,
常勤監査役は自治省OBである。出資諸銀行は非常勤の取締役を送り込んで
いる。職員には都からの出向もあるが，銀行からも用地買収のノーハウをう
るため部課長クラスが出向している。
第三セクター化の動機 地下鉄の建設費は最近ではキロ当り 240億円（都
営新宿線）に達しており，前掲の『最終報告』 (1987年3月）では環状部は
5,850億円の建設費がかかると概算されている。しかも『基本方針』 (1987年
10月）によって早期，かつ短期間に，しかも全線同時開業することに決まっ
ているので，この『最終報告』 (98ページ）では建設主体として① 「多様な
資金調達」が可能であり，③ 「比較的制約の少ない第三セクター」が適当で
あると判断されている。 12号線放射部までふくめると1992年度から1996年度
まで毎年度1千億円を超える資金が必要であって，これは全国の都市高速鉄
道事業向け政府資金（資金運用部資金及び簡保資金）による企業債引受けの全額
に近い数字である。自治省にはこのように資金の経験的なわくがあるので，
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首都の場合であっても地下鉄1線に対してこれだけの金額を企業債のかたち
でもって調達することは不可能に近い。しかも地方公営企業である都交通局
の場合は企業債のかたちで資金調達する以外には制度的に方法がない。この
ような資金的な事情がこの場合第三セククー化の中心的な動機であったと言
える。そこで資本金に加え，都が交通局の用地を買却して準備 (1987年度
1,300億円， 1988年度1,812.9億円， 1989年度1,816億円， 1990年度1,655.7億
円積立）した「地下鉄建設基金」からの資金をあて，なお不足する分につい
ては民間資金をあてるという考え方がとられたのである。
前述のように将来都がこの会社から鉄道施設を一括譲り受ける計画にいま
のところなっているが，都がこの譲渡代金の分割支払いに国からの地下鉄助
成をあてることができるように，地下鉄建設経営調査会における大蔵省・自
治省・運輸省の関係者間ですでに意見調整がなされているという観測がある。
地下鉄助成は1990年から若干計算のしかたが変っており，地下鉄12号線放射
部は新制度によるが，環状部については旧助成率が適用されると言われる。
前掲の『最終報告』では「譲受代金は長期の年賦により支払うものとし，そ
の資金については，現在の建設資金と同様，起債及び都・一般会計出資金に
求めることとする」 (103ページ）と一応書かれているが，そのあとで「経営
の安定を図るためには国の助成が不可欠であるので，毎年度の譲受資金を対
象として，補助制度の適用が受けられるよう国の理解と協力を求める必要が
ある」（同上）と書かれているのはこのことを裏づけている。もちろん国の
地下鉄補助制度は1990年4月以前は補助対象建設費の70彩を国と地方公共団
体が営業開始の翌年度から 2分の1ずつ，つまりそれぞれ35彩を10年分割で
補助するものであって，この制度をさきの譲受代金の長期賦払にあてるため
には地下鉄補助制度のわく組自休の変更が必要となるかもしれないが，長期
の年賦と補助金の組み合せ方式は補助金をだす側の自治省にとってもだしや
すいという事情もあるのだろう。
地下鉄建設の第三セククー化はこのように民間資金の積極活用を重要な動
機としているが，地下鉄建設という経営上すこぶる困難な分野に民間資金の
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誘導を実現するには都の「基金」や国の地下鉄補助制度との組み合せが必須
的であるという点を見のがすことはできない。しかもこのような方式が長い
経緯のうちに陽の目をみたのは1980年後半の民活の潮流を背景としているこ
とも忘れてはならない。しかしながら直接には民活法 (1986年）などに準拠
していない点及び歴史的経緯をふまえて，この第三セクターにここでは一応
過渡的形態という位置づけを与えた。
Il 管理型第三セクターと減量経営
—第三セクター鉄道を中心に一―-
管理型第三セクターは公共セククーの財政危機を背景に行政事務について
の委託の受け皿として古い歴史をもっている。しばしば委託すれば1号俸は
安く雇用できると言われており，最近でも管理型第三セクターのタイプのな
かにはプロバー職員の給与をそうした線で決めているところもある。これを
さきに「安上り行政型」，あるいは「減量経営型」と呼んだ。ところが一方
ではこのような動機は依然強く，それによって強く動かされながら，他方で
は“サービスの量”への関心から“サービスの質”への関心へと関心の所在
が移ってきていることも否定できない。この動きに対応してでてきた第三セ
ククーを「行政ソフト化型」と呼ぶことにした。
まずたとえば所得水準の増大を背景とした市民要求の多様化と高度化のな
かで，一例をあげれば図書館業務において参考業務に優秀な人材が集めら
れ，整理業務は往々にして委託にだされる傾向があるように，行政サービス
自体にかなり進んだ専門性が求められる代りに，かつて基本的サービスと考
えられていたサービスでも，ある程度まとまった需要が見込まれるところか
ら，そうしたサービスの全部あるいは一部が第三セクターに委託にだされる
ケースがでてきている。
また，体育館業務や公民館の利用のように，退社時刻後にも多くの利用が
求められ，対応できる体制が行政側に求められ，ここから第三セクター化が
みられるケースもある。
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また，行政が規制や管理といった業務だけでなく，たとえば中小企業への
指導や支援のような産業振興策として第三セククーを利用するケースもいろ
いろなかたちでふえてきている。
このように公務員によるサービスの枠からはみ出たサービスのしかたが各
種求められ，ここから第三セククーヘの新しい期待が生れてきている。これ
も第三次産業を中心とした産業の構造変換と結ぴついた硯段階的特徴の1つ
であると言えるだろうが，この点については改めてとりあげる。ここでは
「安上り行政型」の硯代版を「第三セククー鉄道」に求め，その特徴点をみ
てみたい。ただこれもまさに1987年4月の国鉄民営化 (JR発足）の落し子
であって， 1980年代後半の民活の潮流と連動していることを見のがすことは
できない。第三セククー鉄道は民営化しながら国や地方自治休の手厚い財政
支援を経過的にうけて成立している変則的な経営である。こういう意味で硯
状は一種の経過的形態と言うべきであろう。やがてその独自的経営の道がは
っきりしてくると思われる。
1. 第三セクター鉄道への財政支援
旧国鉄の特定地方交通線，つまり赤字ローカル線の 4割強が第三セククー
鉄道に転換しているが，これに伴って手厚い助成がつぎのように各方面から
なされている。
〔国の助成措置〕 ①施設・設備の無償譲渡または無償貸付，③初期投資
（車両等の購入資金）・運営基金の積立て及ぴ定期差額補助（通勤定期につ
いては1年，通学定期については在学年数）のための転換交付金（営業キロあ
たり 3,000万円）の交付，およぴ地方鉄道新線補助金（営業キロあたり1,000万円）
の交付，⑧5か年間の欠損2分の1補助，④無償貸付された施設・設備につ
いて大規模災害時における復1日費の負担，⑥労働省高齢者助成金の支給（旧
(10) 
国鉄の退職者再雇用対策）。
(10) 安藤陽「第三セククー鉄道の成立と展開」「埼玉大学社会科学論集」第70号，
1990年2月。
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〔地方自治体の助成措置〕 出資のほか，①関係地方自治体は出損金を募
り，基金を積立て赤字補填や運営費に充当し，⑧マイレール意識に基いて協
力会を設置するなど。
たとえば岐阜県には神岡鉄道（樹 (1984年1月設立，旅客・貨物輸送），樽見鉄
道圏 (1984年2月設立，旅客・貨物輸送），明知鉄道（樹 (1985年5月設立， 旅客輸送）
及び長良川鉄道（樹 (1986年8月設立，旅客輸送）といった 4社の第三セクター鉄
道があるが，これらはいずれも過疎地域の小規模な市町村に向けられた行き
止まりのいわゆる“盲腸線”である。神岡鉄道の場合は土地も設備も無償貸
付であるが，樽見鉄道と明知鉄道の場合は土地は無償貸付であるが，設備は
無償譲渡である。これに対して長良川鉄道の場合は土地も設備も無償譲渡で
ある。このように一様でない。ただ無償貸付は無償譲渡にできるだけ切り換
えたいというのが国の意向であるが，無償譲渡を受ければ固定資産税を払わ
なければならない。無償貸付のかたちで固定資産税を免れるか，無償譲渡を
受けて固定資産税を免除あるいは減免されるか〔岐阜県下では神岡鉄道が免
除，樽見鉄道・明知鉄道が2分の 1の減免（表1参照）］であるが，現状で
は税負担の問題は経営にとって重要である（岐阜県下では関係4社とも県の
不動産取得税・ 河川占用料を免除されている）。しかしいずれにせよ，国鉄
時代の資本費用はいまは国が負担しているので，第三セククー鉄道は資本費
用をほとんど支出しなくてすんでいる。また，新規設備投資は‘‘転換交付金”
と基金から支出されているので，民間資金の積極活用といった開発型第三セ
ククー的契機には第三セククー鉄道はいまのところ関係が薄い。
基金については，たとえば長良川鉄道の場合は表2でみるように， 3種類
の基金が設けられており，それらは共通して欠損補填にあてられているが，
それ以外にも基金の種類によってちがった使途に向けられている。
減価償却費については，岐阜県下の 4社では転換交付金による取得物件は
圧縮記帳によりいずれも経費計上していない。
2. 第三セクター鉄道における減量経営—――岐阜県下 4社のケース—
経営状況 まず徹底した合理化と経費節減がなされている。 1人数役休
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表2 長良川鉄道における基金設置の基本的考え方 (1988年3月）
＼ 転（第換一基基金）金 運（第用二基基金）金 協第力三基基金 金（） 
財 源 国鉄からの転換交付金 県・市町村からの拠出金 企業等からの寄付金
積立金額 闊8（億当初霜円9 偉もiPlこ,つ1き9817年億 這叫市県町村 3億億円 たみ3億立だ円てし，を（当目標面）と1億す円るの積
処（使途分） ①③欠設補損備助補更（填会新社・へ設備助投成資） 
①成欠損）補填（会社へ助
叫殷助備投悶資補．］ 必ヘじ要助て会成に応社
； ，暉業の利に拡便資道へ利大のすの又助用向る事者は上成 良主協ヘーァしれ/I力助てとI，鉄団成にし道対長休て
取元り金崩のし 取り1蒋しを行う取り 取り崩さない 取り崩さない
積立期間 崩にを基原し金則を行をとい，分20年以内
1金還点の月と93助はすで71年，威る日。湯県関まを（合昭で引係な・和市お者はとぎ続72町，がし村会年，協そき） 拠へ社必議の返へ要時担す8 
長す良る川間鉄道が運行を維続
処するすること
る。
管 理 各関市基に 関市財鉄源道及経び営処対分策（事使業途基）金が条異例なを設置して管別理経する。金は， るので，区 理する。
（出所）岐阜県第三セクター鉄道連絡会脹「岐阜県第三セクター鉄道の概要」 1988年
3月， 37ペー ジ。
制，国鉄あるいは会社 OBの採用（たとえば1982年度国鉄神岡線では， 40.5
人， 1人当り637.7万円，人件費2億5,800万円であったが， 1985年度神岡鉄
道（刷試算では17人， 1人当り343.9万円，人件費5,800万円である。），レール
バスの採用（ワンマン化・省エネ・修繕費大幅低減），人件費県負担職員の
出向，女子職員の採用，パートによる補充，貨物輸送（セメント）をもおこな
っている樽見鉄道の場合は貨物列車深夜時間帯の運転廃止，車両・施設・電気
（大規模工事を除く）修繕の自社対応，反対に神岡鉄道の場合は修繕工事の
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地元業者への外注があげられる。
次に収入増のための方策として，利便性の増大（運行本数の増加，新駅の
設置通学定期の出張販売，バス路線との接続協定，駅員無配置駅の乗車券
販売業務委託），冷暖房化，諸種の旅客誘致策（いろり付き・カラオケ付きお座敷
列車仕立）．多角経営の推進（たとえば駐車場経営・旅行代理店）など。
さらに運賃のアップ（樽見鉄道の場合1984年度国鉄旅客賃率の25.4%アップ，定期
割引率の引下げ，すなわち通学70%→60%, 通勤50彩→30彩，同年度国鉄貨物運賃23.5
％アップ），旅客の確保のため協力会による鉄道利用の促進，沿線観光地とク
ィアップした企画の推進，観光客の誘致など。
しかしながらこうした努力にもかかわらず1986年度までの実績を見る限り
経営は苔しい。経常損益は創業費，開業準備費を当初計画では 5カ年掏等償
却としていたものを大部分の会社がその大半を単年度あるいは3年償却とし
たり，神岡鉄道の場合鉱山離職者採用の雇用助成金収入が加わるなど営業外
損益に諸種の要因が作用しているので，それから直ちに判断できない面があ
るが，樽見鉄道を除いて営業損益は悪い。しかし当初計画での赤字よりも赤
字を減らしている会社が多いところに営業努力が硯われているにしても，樽
見鉄道のように定期客などの沿線固定客の堀りおこしに成果をおさめている
会社もあるが，逆に明知鉄道のようにその点に不安要因を抱えた会社もあ
る。
岐阜県下の 4社をとりあげて第三セクター鉄道全般を律することはできな
(11) 
いが，たとえば兵庫県の北条鉄道のように5カ年間の欠損2分の 1補助の期
限切れを迎え，合理化も限界にきている第三セククー鉄道が漸次でてくる状
況にあり，営業成績の明暗はやがてより明確になってくるだろう。
株主構成 岐阜県下4社の場合は民間優位と行政主導の2種類がある。神
岡鉄道では民間（三井金属鉱業） 51彩，地方自治体49彩（うち岐阜県19.6彩，
同県内町村19.6%, 同県内町村19.6彩，残り富山県）の出資である。樽見鉄
道では民間75彩（西濃鉄道51%,住友セメント 24彩），地方自治体24彩（県
(11) 毎日新聞1990.8.26(神）淡路版。
第三セククー の原型（寺尾） (535)63 
12%, 市町村12%), その他（銀行など 4社） 1彩の出資である。両社の場
合は大きな比重をもつ貨物輸送をめぐる荷主などの利害が株主構成の民間優
位に反映されていると考えられる。両社とも旅客運輸収入と貨物運輸収入の
比は1対2であって貨物上位である。
これらに対して明知鉄道では地方自治体65%(県32.5彩，市町村32.5%),
地元企業など (26社）の民間35彩の出資であり，長良川鉄道では地方自治休
55% (県27.5彩，市町村27.5%),地元企業など (115社）の民間45%の出資
である。この明知鉄道・長良川鉄道の場合は転換交付金以外の協力基金の拠
出が実際におこなわれており，また“鉄道協力会”が設置されて募金から駅
の清掃・沿線の草刈までおこなわれている。ここには地域格差の拡大，地方
の衰退のなかで，地元住民の切実な要求が示されている。第三セククー鉄道
は確かに減量経営の所産ではあるが，単にそれだけではなく住民参加のため
の弾力的な 1つのしくみとして住民によってとらえられている面があること
は指摘すべきであろう（ただし第三セククー鉄道がそのための最良のしくみ
と言えるかどうかは別問題である）。
3. 民間企業との競合と調整ー一阿武隈急行（株）のケースー一
同社は1984年4月設立， 1986年7月旧国鉄特定地方交通線の丸森線（丸森
一槻木間17.4km)を引継ぎ営業開始，丸森ー福島間37.5kmの新線建設によ
り1988年7月福島一槻木間が全線開通をみた。 1988年7月硯在同社は資本金
15億円， うち福島交通51%,福島県及ぴ同県関係8市町24.5%,宮城県及ぴ
同県関係14市町24.5彩の出資比率の第三セククー鉄道である。この会社は株
主構成から見る限り民間優位であるが，これは競合するバス路線を廃止する
条件で福島交通が過半数株式支配をおこなったものであって，会社設立の経
緯からは行政主導である。この経緯は丸森線敷設促進期成同盟会『丸森線＝
建設運動の軌跡』 1988年9月に詳しい。つまり第三セククー化は丸森線全通
及び維持存続のための条件であり，全線開通のためには福島交通（樹との妥協
64(536) 第 35巻第 5 号
(12) 
が必要であった。そこで同社の社長には宮城県知事，副社長には福島交通（樹
副社長，別の副社長には福島県副知事が就任した訳である。
同社は沿線が純粋な農村と小盆地の連続であって，絶対的なセールス・ボ
とお
ィントに乏しく，福島・宮城両県にまたがる同社線の全線を通しで乗る乗客
(13) 
はあまりないといった経営的にかなり苦しい問題点をかかえており，確かに
冬場での利用客減少が避けられない。しかしながら在来線・新線ともに国の
無償貸付であって資本費がいらない上に，阿武隈峡などへの行楽客，通学・
通勤客の増加に対応した増便， JRとの相互乗入れプラン，さらに運賃の大
幅アップ，人件費の合理化（職員は終着駅だけに配置されており，切符は車
掌が回収している）などにより，計画では同社は1993年度までは単年度赤字
を出しても1995年度には累積赤字を解消し黒字転換することになっている。
こうした点ではすでに見てきた第三セクター鉄道と大差はない。ところが職
員を見ると興味ある事実に出くわす。ここでは78人の職員中50人が競合する
バス路線廃止に伴って人員整理された福島交通（樹 OBであり，国鉄 OBは
28名にすぎない。この事実に象徴されているのであるが，このケースでは両
県や地元自治体だけではなくて，競合する立場にあり，初めは反対を表明し
ていた福島交通圏との 1年以上にわたる調整，その結果としての同社の参入
の問題が特徴的であった。
皿結び
第三セククーには開発型第三セククーと管理型第三セクターの 2つのクイプ
があり，第2次大戦後におけるそれらの発展の原型と言うべき基本的なかた
ちは，①前者については民間資金の積極活用，後者については減量経営に主
要な動機があること，しかも⑨地方自治体の一定の独自的役割をふまえて，
(12) 丸森線敷設促進期成同盟会「丸森線＝建設運動の軌跡」 1988年9月102~108ペ
ージ，とくに宮城県副知事の説明をみよ。
(13) 「阿武隈急行線（上）」「福島の進路」 1988年8月。
第三セククー の原型（寺尾） (537)65 
あるいはそれと平行して，あるいはそれを受けて第三セクターの役割が与え
られているということ，この 2点を特徴としている。この点をここではいく
つかの事例について，それらの事例の特殊な性格との関連において明らかに
しようと試みた。
（本稿は昭和63年度～平成2年度文部省科学研究費一般研究(C)による研
究成果の一部である。）
